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社会福祉法人のアカウンタビリティに関する覚書

関 口 了 祐

はじめに

本稿では、社会福祉法人の会計を考察する前段として、社会福祉法人の性格と役割の変化を
概観し、その後、社会福祉法人のアカウンタビリティに関係する研究を概説する。

1．社会福祉法人の性格

社会福祉法人は、社会福祉法第22条において、「社会福祉事業を行うことを目的として、こ
の法律の定めるところにより設立された法人」とされている。旧民法第34条の公益法人の特別
法人として制度化された社会福祉法人の性格は、公益性と非営利性であり1、これらは社会福
祉法人制度が創設された1950年代から現在に至るまで変わっていない。
この法人の活動目的である社会福祉事業は、社会福祉法第2条において規定されており、そ

の事業は第一種社会福祉事業と第二種社会福祉事業に分けられている。第一種社会福祉事業と
して規定される活動の主たるものは、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法に規定される施設
の経営である。一方で、第二種社会福祉事業には、主として支援事業が規定されており、施設
経営事業も規定されているが、小規模あるいは支援事業に関するものに限られている。
また、社会福祉事業を行う以外に、「その経営する社会福祉事業に支障がない限り、公益を

目的とする事業（以下「公益事業」）又はその収益を社会福祉事業若しくは公益事業の経営に
充てることを目的とする事業（「以下収益事業」）を行うことができる」ことが、社会福祉法第
26条第1項に規定されている。したがって、社会福祉法人は社会福祉事業、公益事業、（制約
はあるものの）収益事業を実施することが可能な法人である2。

2．社会福祉法人制度の変化

2．1 社会福祉法人制度創設期
第二次世界大戦の終戦により、戦争孤児、失業者などの生活困難者が激増し、これらの者へ

の対応に必要な行政の資源は不十分であり、政府には民間資源の活用が求められた3。そこで、
1951年に制定された社会福祉事業法において、社会福祉法人制度を創設し、それまで民間の篤
志家によって運営されていた社会事業組織に社会福祉法人という特別な法人格を与え、行政に

1 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．4。
社会福祉法人は、①社会福祉事業を行うことを目的とし（公益性）、②法人設立時の寄付者の持分は認めら

れず、残余財産は社会福祉法人その他社会福祉事業を行う者又は国庫に帰属し（非営利性）、③所轄庁による
設立認可により設立される。

2 社会福祉事業、公益事業、収益事業の具体的な内容については、厚生省（2000）、「社会福祉法人審査基準」
および厚生省（2000、2013改正）、「社会福祉法人の認可について（社会福祉法人審査要領）」を参照。

3 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．4。
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代って社会福祉事業を行うことができるようにした。
なぜ、わざわざ社会福祉法人という法人格を用意して社会福祉事業を行わせたかというと、

憲法89条の公金支出の禁止に抵触しないためであった。憲法89条では、公金その他公の財産が、
公の支配に属さない慈善、教育、博愛事業に対して支出されることを禁止している。そのため、
行政が税金を使って社会福祉事業に取り組むためには、必要な施設などを公のものとしなけれ
ばならなかった。しかし、前述のように、社会福祉事業法が制定された当初の行政の資源は不
十分であったため、民間の社会事業組織を社会福祉法人にすることで公の支配に属する法人と
し、行政からの助成を可能にしたのである。
こうした社会福祉法人を用いた社会福祉事業の実施形態において、本来的な経営主体は行政

である。福祉サービスの対象となる者、提供する福祉サービスの内容については行政が決定し
ており、民間である社会福祉法人は、その実施を請け負っている。そして、その実施にかかっ
た支出を国が社会福祉法人に支弁する4。こうした仕組みは措置制度5と呼ばれ、2000年に介護
保険制度が実施されるまで日本の福祉事業を支えてきた6。
措置制度のもとでは、社会福祉法人の実施する事業は、実態的には行政が実施する事業であ

ることで公益性が担保され、社会福祉法人の残余財産は社会福祉法人その他社会福祉事業を行
う者又は国庫に帰属するということから、非営利組織として社会福祉法人は運営されている。
そのため、民間事業者ではあるものの、行政サービスの受託者であり、公的性格の強い法人で
ある7。

2．2 措置制度から契約制度へ
高度経済成長期を迎えると、社会福祉制度の充実が進み、福祉サービスの供給も拡大し、措

置の委託先である社会福祉法人の数も同様に増加していった。福祉サービスの受け手は、かつ
てのような生活困難者ばかりではなくなり、福祉サービスはより普遍的な国民一般向けの福祉
サービスへと変化していった8。
そうした変化は、1995年に社会保障制度審議会が勧告した「社会保障体制の再構築」によっ

4 福祉サービス利用者は、保育サービスであれば親の所得金額に応じた、老人ホームであれば家族の収入に応
じた費用徴収基準が適用される（成瀬（1997）、p．76）。

5 措置という言葉は、社会福祉諸法において「福祉の措置」として使われる。その場合の措置の意味は、「給
付行政の手続きとして行政側が申請者のサービス受給資格の認定を行ったり具体的なサービスの提供を決め
る行為を表現する意味で用いられている（成瀬（1997）、p．74。）」。
そして、福祉施設の運営費を措置費と呼ぶことから、措置は福祉施設の運営という意味も持つ。また、福
祉施設が法的規制を受けているからといって、それらの施設がすべて措置制度の対象となっているわけでは
ない。公的措置を伴う施設（「公的措置を伴う」とは、「措置の実施機関（都道府県知事や市町村長）によっ
て法にもとづく措置を受けたものを入所させる施設で、施設を設置することのできる者が限られており、施
設基準の遵守義務、措置の受託義務などが課され、行政庁が報告の徴収や監督、改善命令などの権限をもっ
ている（成瀬（1997）、pp．74―75。）」状況である。）に、措置制度は適用される。（成瀬（1997）、pp，73―75。）

6 したがって、社会福祉法人は「公的福祉の代替機関として政府の下請け的な機能を果たしてきた社会福祉分
野を代表する民間非営利組織である（村田（2014）、p．3）」。そのため、「民間社会福祉法人は民間らしい独立
性や自主性を大幅に束縛され（成瀬（1997）、p．77）」つつも、「「“行使一体”の下で、経営基盤を安定化させ
つつナショナルミニマムの保障に寄与してきたといえよう（村田（2011）、p．17）」。

7 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．4。
8 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．5。
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て、「社会保障における公的責任を縮小し、相互扶助に特化、その上で社会福祉の市場化を推
進する」形で方向付けられた9。そして、1998年から社会福祉基礎構造改革がはじまり、2000
年には社会福祉法人会計新基準の通知、介護保険の施行、社会福祉事業法に変わる社会福祉法
の可決成立といった改革が実施された。
介護保険の施行は、それまで措置制度のもとで行われていた介護サービスの提供の方法を、

「利用者がサービスを選択して自らの意思に基づき利用する仕組み10」、つまり、契約制度へと
変更させることになった。この変更によって「サービス選択の保障を図るため、多様な経営主
体により11」介護サービスが提供されることになり、サービスの種類や内容の多様化も進み、「利
用者のニーズに応じたサービスの提供、事業展開、自主的なサービスの質の向上、経営の効率
化・安定化といった、措置制度の下で行われていたような施設管理にはない、法人経営という
視点12」が社会福祉法人に強く求められるようになった。

2．3 介護保険施行後
介護保険施行後は、介護事業に民間営利企業が参入するようになり、多様な事業主体が介護

サービスを提供するようになったことで、社会福祉法人に対する公費助成や税制優遇など、他
の事業主体とのイコールフッティングが問題になった。2005年に介護関係施設・事業において
公費助成が廃止され、障害者関連施設・事業と保育関連施設・事業への公費助成についても見
直されることになっている13。しかし、「措置施設・事業については、他の経営主体の参入がな
いこと等から14」公費助成が維持されている。
また、社会福祉法人には「公益性の高い法人として税制優遇措置が講じられ15」、そうした措

置が講じられる中で生じる社会福祉法人の収支差（利益）である内部留保の在り方が問題視さ
れている。社会福祉制度改革は16、この内部留保については、内部留保の実態を明らかにし、
中長期的な社会福祉法人の事業運営を考慮して、福祉事業、公益事業への再投下が適当である
としている。再投下する公益事業には、「社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手であ
るとともに、既存制度では対応できない地域ニーズにきめ細かく対応することを本旨とする法
人であること17」から、地域公益事業が妥当だと考えられている。

3．社会福祉法人のアカウンタビリティ

会計には、受託責任の解除という役割がある。株式会社のような営利企業では、株主が財産
を委託し、その財産を受託した経営者が財産の管理、運用の責任を解除するために会計報告が

9 芝田（2014）、p．85。
10 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．5。
11 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．5。
12 社会福祉法人の在り方等に関する検討会（2014）、p．6。
13 社会保障審議会福祉部会（2015）、pp．29―30。
14 社会保障審議会福祉部会（2015）、p．30。
15 社会保障審議会福祉部会（2015）、p．19。
16 社会福祉法人制度改革は、公益性・非営利性の徹底、国民に対する説明責任、地域社会への貢献を基本的な
視点としながら行われている。（社会保障審議会福祉部会（2015）、pp．4―5。）

17 社会保障審議会福祉部会（2015）、p．21。
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なされる。民間非営利組織である社会福祉法人は、営利企業とは異なる形態で資金調達を行い
活動している。そこで、社会福祉法人の会計を考察するにあたり、社会福祉法人のアカウンタ
ビリティについての先行研究のいくつかを概説することにする。

3．1 非営利組織体のアカウンタビリティ
非営利組織体のアカウンタビリティについて、兵頭（2010）では、アカウンタビリティのプ

ロセスを「課責（charge）―アカウンタビリティ（accountability）―免責（discharge）18」によっ
て構成されるものとしている。そして、他者からの資源が存在していることをアカウンタビリ
ティの根拠として19、組織体外部者から組織体内部者への権限の委託・受託関係に基づいたア
カウンタビリティを取り上げ20、非営利組織体の報告を検討している。
まず、非営利組織体における委託者について検討を行っている。FASB（1980）が区分する

4つのステークホルダー（①資源提供者、②サービス利用者、③統制および監督機関、④管理
者）のうち、「持分権といった法的な根拠には基づいていないが、非営利組織体がミッション
を達成するという期待を付与して資源の委託をおこなっている21」ことから、非営利組織体に
おける委託者を、資源提供者としている22。そして、その具体的な資源提供者として、寄付者
が挙げられている23，24。
寄付者と非営利組織体との委託・受託関係に基づくアカウンタビリティにおいては、「寄付

者などはミッションに共感して資源を委託していることから、そのアカウンタビリティの履行
となる情報開示内容は、ミッションの達成度を中心とする情報でなければなら25」ず、「非財務
情報の開示が必要である26」。しかしながら、財務情報が不必要なわけではなく、決算書で計算
される利益によってミッションの達成度について評価が行われるわけではないが27、「非営利組
織体がミッションを達成しようとすれば、そこには資源の活用や管理が必要不可欠28」となり、

18 兵頭（2010）、p．19。
19 兵頭（2010）、p．20。
20 兵頭（2010）、p．20。
21 兵頭（2010）、p．20。
22 兵頭（2010）、pp．20―21。
23 兵頭（2010）、p．21。

なお、②サービス利用者は「非営利組織体からサービスを受けるのみであり、なんらかの権限を非営利組
織体へ委託しているわけではない（兵頭（2010）、p．22。）」ため、非営利組織体と委託・受託関係にあるわけ
ではなく、③統制および監督機関は「非営利組織体の活動に対する保証、あるいはその情報開示の補償を行
う機関である（兵頭（2010）、p．22。）」ため、非営利組織体と委託・受託関係にあるとは言えない。そして、
④管理者は「敢えて言えば、委託者ではなく受託者に相当する（兵頭（2010）、p．22。）」。
また、①資源提供者には得意先等も含まれるが、彼らには「対価を支払っていることから、組織体と委託・
受託関係にない（兵頭（2010）、p．21。）」。

24 「持分権を所有した資源提供者も存在するが、彼らへのアカウンタビリティの履行は、営利組織体を中心と
したアカウンタビリティの履行と同様であると考えられる。このため、非営利組織体特有のアカウンタビリ
ティの構成者として取り上げるべきでない（兵頭（2010）、p．22。）」。

25 兵頭（2010）、p．24。
26 兵頭（2010）、p．24。
27 兵頭（2010）、p．24。
28 兵頭（2010）、p．24。
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「活動の結果を生み出すための手段を示す29」ものとして、財務情報は重要であるとする。兵
頭（2010）では、このような構造をもつ非営利組織のアカウンタビリティを、「ミッション・
アカウンタビリティ」と呼んでいる。

3．2 公共経営における民間非営利組織のアカウンタビリティ
鷹野（2014）30は、「投資家（出資者）が存在していない非営利組織では、基本的には資源提

供者が第一義的な利害関係者31」となり、「非営利組織が資源提供者から提供された資源の運用
顛末についての説明責任が非営利会計の根源である32」、とする。
しかしながら、現在の日本では、「資源提供者がおらず、独自の財源をもって完結できるよ

うな限りなく営利企業に近い非営利組織が多数存在33」しており、医療・介護という領域では
「非営利のホールディングカンパニーというような新しい法人形態の提案がなされ34」、「非営
利法人が営利子会社を持つケースも多々ある35」ように、「非営利法人の‘営利化’」が進展し
ている。
そこで、鷹野（2014）は、非営利法人が「非営利」たる所以として、①資本取引が存在しな

いこと、②純資産の増殖分を資本拠出者に還元（配当）しないこと。③残余財産が公的機関に
帰属することという3要件のすべてを満たすことを求めている36，37。
そして、民間非営利組織を本来型非営利組織、事業型非営利組織、共益型非営利組織の3つ

に類型化している。本来型非営利組織は「ミッションを遂行するために、その財務的基盤を民
間からの寄付や政府などからの補助金に依存する非営利法人38」、事業型非営利法人は「政府か
らの補助金や民間からの寄付金に全く依存しなくても独立の法人維持ができるだけの事業収入
がある非営利組織39」、そして、共益型非営利組織は「特定のメンバーのみの間での相互扶助す
なわち共益を目的として存立する非営利組織40」として定義される。

29 兵頭（2010）、p．24。
30 鷹野（2014）では、「アカウンタビリティー」と表記されているが、本稿では、表記を統一するため、「アカ
ウンタビリティ」に書き換えている。

31 鷹野（2014）、p．192。
32 鷹野（2014）、p．192。
33 鷹野（2014）、p．192。
34 鷹野（2014）、p．192。
35 鷹野（2014）、p．192。
36 鷹野（2014）、p．194。

鷹野（2014）は、本文に挙げた3つの要件を、Salamon（1992）の非営利組織の定義（非営利組織は、①フォー
マルな組織、②非政府性、③利益の不分配、④自己統治性、⑤自発性、⑥公益性の6つをすべて満たす組織）
と、FASB（Financial Accounting Standard Board：財務会計基準審議会）の NPO（Non Profit Organization）向け
会計基準で踏襲する非営利組織の定義（非配当制約（所有主権益に起因する配当のないこと））に、純資産（正
味財産）会計という視点を取り込むことで導出している。（pp．193―194）

37 3つの要件の充足の程度と法人税課税の状況から、公益法人（公益財団法人・公益社団法人）と特別法上の
法人たる社会福祉法人、学校法人、宗教法人、NPO法人を非営利組織としており、協同組合および医療法人
は含められていない。

38 鷹野（2014）、p．198。
39 鷹野（2014）、p．198。
40 鷹野（2014）、p．198。
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本来型非営利組織では、寄付者や補助金を支給する政府が非営利組織に対する資源提供者と
なり、非営利組織は彼らに対するアカウンタビリティを負うことになる。しかし、事業型非営
利組織では、資源提供者がいないため、誰に対して、どのようなアカウンタビリティを負うの
か明確ではない。そこで、3つに類型化された非営利組織のアカウンタビリティを共通して説
明できる新しい概念として、「オポチュニティーゲイン」が提示される41。
オポチュニティーゲインは、「非営利組織が、もしも営利事業体であったとしたら納税して

いたはずの税金が払われずに機会的な利得となった部分42」である。オポチュニティーゲイン
は、「納められずに済んだという観点から、行政当局からの補助金と考えることができ43」、「補
助金の源泉は、国民からの税金であることを考えると、納税者全員に対するアカウンタビリティ
であるとすることができる44」。
本来型非営利組織では、資源提供者から「現金を中心とした現物の資産45」を「受託するこ

とにより発生した受託責任を解除するために、資源提供者に対する財務報告が行われる46」。そ
こでの受託責任は、「出資者からの資本の提供をうけた営利企業における受託責任と同等のも
のと考えることができる47」。そして、事業型非営利組織には、「資源としての現物資産の授受
はない48」が、オポチュニティーゲイン概念を導入することにより、「機会的な資源フローは存
在すると考える49」ことができる。それにより、「本来型非営利組織における受託責任解除のた
めの財務報告との整合性がでてくることとなり、納税の減免措置がある非営利組織全般にも同
様なアカウンタビリティを50」認めることができる。
社会福祉法人は、鷹野（2014）のいう3つに類型化された非営利組織のそれぞれの特徴を合

わせ持つ非営利組織であるといえる。そうした社会福祉法人において、財務的な側面から会計
報告を考察するにあたっては、3つの形態の非営利組織を統一的に説明できるアカウンタビリ
ティの概念は有用であると思われる。

3．3 措置制度から契約制度への転換とアカウンタビリティ概念の拡張
措置制度下では、「行政がサービス主体を特定し、サービス内容を決定していたので51」、サー

ビス事業者として特定された社会福祉法人は、行政から措置事業を受託しており、行政に対す
る受託責任を解除するためのアカウンタビリティをおこなうため、「利用者に対するアカウン
タビリティは、ほとんど存在しなかった52」。
その後、介護保険制度が実施されるようになると、介護サービスの利用者がサービス提供事

41 鷹野（2014）、p．198。
42 鷹野（2014）、p．198。
43 鷹野（2014）、p．199。
44 鷹野（2014）、p．199。
45 鷹野（2014）、p．199。
46 鷹野（2014）、p．199。
47 鷹野（2014）、p．199。
48 鷹野（2014）、p．199。
49 鷹野（2014）、pp．199―200。
50 鷹野（2014）、p．200。
51 吉田（2012）、p．16。
52 吉田（2012）、p．16。
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業者を選べるようになる。そこで、介護サービス提供事業者である社会福祉法人は、介護サー
ビス利用者と「契約を締結する場合に有用な情報を彼らに対して提供することが重視されるこ
ととなる53」。その際、サービス利用者に提供される情報は、資源の委託・受託、あるいは行政
措置の委託・受託にもとづく受託責任解除のための情報ではない。もし、その情報がなんらか
のアカウンタビリティのために必要な情報であるならば、「利用者に対してニーズに応答的に
対処し、諸課題に取り組むため、応答責任を包含するアカウンタビリティへの変革が54」必要
になってきている。
堀田（2012）では、様々な研究領域において「それぞれに特有なアカウンタビリティ概念を

歴史的に保持して55」おり、また、それぞれの研究領域において「固有な解決すべき今日的課
題の性質に従ってアカウンタビリティ概念が変化している56」とする。
そして、「政治・行政の世界では、アカウンタビリティは倫理的な責任感の範囲にまで拡大

して理解57」し、非営利事業においては「多くの利害関係者の圧力と要求に従って、説明して
免責される義務から説明する責任（感）へと変化し、その問われるべき内容も拡大し、進化し
ている事実を認めなければならない58」と、民間非営利組織である社会福祉法人のアカウンタ
ビリティを定義するには、会計学における免責のためのアカウンタビリティとは異なる、拡大
されたアカウンタビリティ概念を用意する必要を指摘している。
堀田（2012）は、拡大されたアカウンタビリティ概念では、非営利組織に対して、①財務的

アカウンタビリティ、②プロセスアカウンタビリティ、③プログラムアカウンタビリティ、④
プライオリティアカウンタビリティの4つの種類のアカウンタビリティが求められるとしてい
る59。
そして、組織活動に関わる利害関係者全般に対してアカウンタビリティがあるとする60。さ

らに、拡大されたアカウンタビリティには、義務としての強制的なアカウンタビリティだけで
はなく、経営者の戦略的な必要性に応じて、多様なステークホルダーの情報要求に応じた情報
開示を任意で行う裁量的アカウンタビリティが含まれている61。非営利組織のアカウンタビリ
ティには、「事業展開の独自性と自律性に基礎を置く62」ことが期待されている。
今日、非営利組織に期待される社会的責任は、①非営利組織特有の寄付行為者とミッション

制約に対する受託責任、②非営利組織が供給するサービスの質量の測定・評価に弱い利用者・
受益者の信頼に応える責任、③非営利組織が準公共財・関係財の性質をもつサービスを供給す
ることに対する社会公共的責任、④非営利組織が組織自体の持続性を確保することの組織維持
責任、であり、「今日のアカウンタビリティは多様な利害関係者がそれぞれなりの経営への統

53 境（2004）、p．236。
54 吉田（2012）、p．17。
55 堀田（2012）、p．7。
56 堀田（2012）、p．7。
57 堀田（2012）、p．7。
58 堀田（2012）、p．7。
59 堀田（2012）、pp．9―10。
60 堀田（2012）、pp．10―11。
61 堀田（2012）、pp．10―11。
62 堀田（2012）、p．11。
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治力を確保できるように経営の透明性と公正性を証明する責任である」とする。

3．4 社会福祉法人の社会的アカウンタビリティ
村田（2014）は、「福祉サービスの市場化に伴う供給体制再編の流れのなかで63」、社会福祉

法人には、財務的目標と社会的目標という2つの経営目標の達成が求められているとし、それ
ぞれの目標の達成度合いを説明する責任があるとしている64。
社会福祉法人における2つの経営目標とは、1つは「安定財源の確保に向けて損益の概念を

導入し利潤最大化を目指すという財務的目標65」であり、もう1つは「社会福祉事業の枠組み
を超えた本来の公益性の追求という社会的目標66」である。そして、財務的目標の達成と成果
について説明責任を果たすことを、財務的アカウンタビリティを果たすという。このアカウン
タビリティは、2000年に「企業会計に準じた「社会福祉法人会計基準」の導入や財務諸表の提
出が義務づけられ67」たことで果たされるようになった68。
村田（2014）が注目するもう1つの経営目標である社会的目標、つまり公益性の追求は、「民

間非営利組織が財務諸表には記されない組織の非貨幣的活動を通して、だれにどのように社会
的目標を遂行し、説明責任を果たしていくかという社会的アカウンタビリティに表される69」
という。
村田（2014）は、Gray（2003）、山上（1991）にもとづき、社会的責任を「成立した有形無

形の契約（法律的契約および非法律的契約）の下で「社会的責任がある活動を説明する責任」
を意味する70」ものと定義している。社会福祉法人の負うべき社会的責任は、社会福祉事業の
運営を通じた公益性の追求である。現在、社会福祉サービスは、「政府主導の民間非営利組織
である社会福祉法人71」以外にも、「民主導の非営利組織である NPO法人や福祉 NPO72」や営
利法人によっても提供されている。しかしながら、社会福祉法人は「不特定多数の利益を実現
するための公益性を前提とした73」福祉事業を行うため、「限定的な市民も想定して」サービス
を提供できる NPO法人に比べて、その福祉活動の公益性は高い74。そして、公益性の高い事業
を行うがゆえに、税制優遇、施設整備の補助など、政府によるさまざまな優遇がなされている。
ところが、社会福祉法人の内部留保が多額であることから、税制優遇の正当性が問題視され、
イコール・フッティング論が台頭するなど、社会福祉法人の公益性について疑問がなげかけら
れている75。

63 村田（2014）、p．3。
64 村田（2014）、pp．3―4。
65 村田（2014）、p．3。
66 村田（2014）、p．3。
67 村田（2014）、p．4。
68 村田（2014）、p．4。
69 村田（2014）、p．4。
70 村田（2014）、p．5。
71 村田（2014）、p．6。
72 村田（2014）、p．6。
73 村田（2014）、p．6。
74 村田（2014）、p．6。
75 村田（2014）、p．6。
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そこで、村田（2014）では、社会福祉の「事業ドメイン」という視点から、社会福祉法人の
果たすべき公益性を再定義している。それにあたり、社会福祉法人が担うべき活動を3つの活
動領域に分け、第1の領域を、社会福祉「政策の対象として可視化され介護保険事業など社会
福祉の保険化が進展している領域76」とする。この領域で福祉サービスを受けるのは普通の市
民であり、万が一の場合に、「一般市民の生活や権利義務を支援するものとしての社会福祉77」
である。この領域の社会福祉は、一部で市場化が進んでいる分野もあり、「営利企業、民間非
営利組織など多様な供給主体によって78」、サービスが供給されている。
この第1の領域から、貧困や社会的排除などにより押し出された人たちで形成される「周辺

部分」が第3の領域である79。そして、第1の領域と第3の領域との境界の部分が第2の領域
となる。第2の領域では、「低所得者や困難事例など採算性や効率性の理由から80」周辺領域に
排除されそうになる人々に向けて、社会福祉法人や福祉 NPOなどの民間非営利組織が、第1
の領域で提供していた「一般的なサービスへの補完的な支援を81」行う82。
第3の領域では、「周辺部分に排除された人々を再び市民社会の定位置に押し戻すための支

援が求められる83」。村田（2014）は、この第3の領域について、社会福祉法人にとって、「積
極的な事業展開が期待される84」領域であるとし、営利企業などの活動領域とは差別化された
「戦略的領域」となり得る可能性があるとしている。そして、村田（2011）では、この領域で
の活動が、「社会福祉法人が果たすべき“新たな公共性”であり、（中略）社会福祉法人に課せ
られた新しい社会的使命といえるのではないだろうか85」としている。
かつての「措置委託制度下の施設運営管理86」という役割を担っていた社会福祉法人は、措

置権者である政府を委託者、社会福祉法人を措置の受託者とする委託受託関係にあった87。そ
れゆえに、プリンシパル・エージェント関係のアカウンタビリティがそこでは想定されていた
と思われる。しかし、第3の領域にいかに「経営資源を有機的に投資するか88」を経営課題と
するようになった社会福祉法人においては、①職員、②利用者、③地域、④政府という複数の
ステークホルダーへのアカウンタビリティを要件とする社会的アカウンタビリティを推進する
ことが必要になっている89。
村田（2014）では、マルチステークホルダー理論90を基礎にして、職員、利用者、地域、政

府といったステークホルダーへの社会的アカウンタビリティの具体的な検討を行っている。そ

76 村田（2011）、p．23。
77 村田（2011）、p．23。
78 村田（2011）、p．23。
79 村田（2011）、p．23。
80 村田（2011）、p．23。
81 村田（2011）、p．23。
82 村田（2011）、p．23。
83 村田（2011）、pp．23－24。
84 村田（2014）、p．7。
85 村田（2011）、p．24。
86 村田（2014）、p．8。
87 村田（2014）、p．8。
88 村田（2014）、p．8。
89 村田（2014）、p．8。
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れらのステークホルダーには、堀田（2012）で主張された非営利組織に求められるアカウンタ
ビリティ（財務的アカウンタビリティ、プロセスアカウンタビリティ、プログラムアカウンタ
ビリティ、プライオリティアカウンタビリティ）が果たされる。それらが果たされた上で、職
員に対しては労働環境の整備、適切な労使関係の構築、利用者に対しては利用者の真のニーズ
を知るための「場」の提供、政府に対しては政府の制度政策を改善するための要望の提出など
が、社会福祉法人の果たす社会的アカウンタビリティとしてあげられている91。

おわりに

社会福祉法人のアカウンタビリティは、措置事業を委託する政府に対する受託責任の解除、
そして資源提供者に対する受託責任の解除から、社会福祉法人の運営、存続に係わるすべての
利害関係者に対して、公益性の高い事業を行う組織として社会的に必要であることを説明し、
納得してもらうためのものへと変化している。こうしたアカウンタビリティを果たすために必
要な情報は、非財務的なものが中心になるであろう。しかし、だからといって、財務情報が不
必要であるというわけではない。社会福祉法人の特殊性を反映した、より適切な財務情報の作
成のためには、財務的アカウンタビリティ以外のアカウンタビリティも考慮しながら、社会福
祉法人が報告あるいは開示する財務情報について考察することが必要である。
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